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○

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
五
年
法
律
第
五
十
七
号
）
（
抄
）
（
第
二
十
三
条
関
係
）

（
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

現

行

（
定
義
）

（
定
義
）

第
二
条

（
略
）

第
二
条

（
略
）

２
～
７

（
略
）

２
～
７

（
略
）

８

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
行
政
機
関
」
と
は
、
次
に
掲
げ
る
機
関
を
い
う
。

８

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
行
政
機
関
」
と
は
、
次
に
掲
げ
る
機
関
を
い
う
。

一

法
律
の
規
定
に
基
づ
き
内
閣
に
置
か
れ
る
機
関
（
内
閣
府
及
び
防
災
庁

一

法
律
の
規
定
に
基
づ
き
内
閣
に
置
か
れ
る
機
関
（
内
閣
府
を
除
く
。
）

を
除
く
。
）
及
び
内
閣
の
所
轄
の
下
に
置
か
れ
る
機
関

及
び
内
閣
の
所
轄
の
下
に
置
か
れ
る
機
関

二

内
閣
府
、
宮
内
庁
並
び
に
内
閣
府
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十

二

内
閣
府
、
宮
内
庁
並
び
に
内
閣
府
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十

九
号
）
第
四
十
九
条
第
一
項
及
び
第
二
項
に
規
定
す
る
機
関
（
こ
れ
ら
の

九
号
）
第
四
十
九
条
第
一
項
及
び
第
二
項
に
規
定
す
る
機
関
（
こ
れ
ら
の

機
関
の
う
ち
第
五
号
の
政
令
で
定
め
る
機
関
が
置
か
れ
る
機
関
に
あ
っ
て

機
関
の
う
ち
第
四
号
の
政
令
で
定
め
る
機
関
が
置
か
れ
る
機
関
に
あ
っ
て

は
、
当
該
政
令
で
定
め
る
機
関
を
除
く
。
）

は
、
当
該
政
令
で
定
め
る
機
関
を
除
く
。
）

三

防
災
庁
（
第
六
号
の
政
令
で
定
め
る
施
設
等
機
関
を
除
く
。
）

（
新
設
）

四

国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
三
条
第
二

三

国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
三
条
第
二

項
に
規
定
す
る
機
関
（
第
七
号
の
政
令
で
定
め
る
機
関
が
置
か
れ
る
機
関

項
に
規
定
す
る
機
関
（
第
五
号
の
政
令
で
定
め
る
機
関
が
置
か
れ
る
機
関

に
あ
っ
て
は
、
当
該
政
令
で
定
め
る
機
関
を
除
く
。
）

に
あ
っ
て
は
、
当
該
政
令
で
定
め
る
機
関
を
除
く
。
）

五

（
略
）

四

（
略
）

六

防
災
庁
設
置
法
（
令
和
八
年
法
律
第
六
十
一
号
）
第
十
五
条
の
施
設
等

（
新
設
）

機
関
で
、
政
令
で
定
め
る
も
の

七
・
八

（
略
）

五
・
六

（
略
）

９
～

（
略
）

９
～

（
略
）

11

11

（
不
適
正
な
利
用
の
禁
止
）

（
不
適
正
な
利
用
の
禁
止
）

第
六
十
三
条

行
政
機
関
の
長
（
第
二
条
第
八
項
第
五
号
か
ら
第
七
号
ま
で
の

第
六
十
三
条

行
政
機
関
の
長
（
第
二
条
第
八
項
第
四
号
及
び
第
五
号
の
政
令

政
令
で
定
め
る
機
関
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
機
関
ご
と
に
政
令
で
定
め
る
者
を

で
定
め
る
機
関
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
機
関
ご
と
に
政
令
で
定
め
る
者
を
い
う

い
う
。
以
下
こ
の
章
及
び
第
百
七
十
四
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
地
方
公
共

。
以
下
こ
の
章
及
び
第
百
七
十
四
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
地
方
公
共
団
体

団
体
の
機
関
、
独
立
行
政
法
人
等
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
（
以
下
こ
の
章

の
機
関
、
独
立
行
政
法
人
等
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
（
以
下
こ
の
章
及
び
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及
び
次
章
に
お
い
て
「
行
政
機
関
の
長
等
」
と
い
う
。
）
は
、
違
法
又
は
不

次
章
に
お
い
て
「
行
政
機
関
の
長
等
」
と
い
う
。
）
は
、
違
法
又
は
不
当
な

当
な
行
為
を
助
長
し
、
又
は
誘
発
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
方
法
に
よ
り
個
人
情

行
為
を
助
長
し
、
又
は
誘
発
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
方
法
に
よ
り
個
人
情
報
を

報
を
利
用
し
て
は
な
ら
な
い
。

利
用
し
て
は
な
ら
な
い
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